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エコツーリズム等に係る主な取組（他地域等の情報提供） 

（一社）日本森林技術協会 

 

世界自然遺産登録にともない、観光客増加を見越した計画的な観光管理のひとつとして、エコツーリ

ズムに係る取り組みがあげられる。これまでもエコツーリズムの利用や質を高めるために、西表島を含

めたいくつかの地域では、①登録・認定ガイド制度の確立、②ガイドの育成、③地域住民案内による歴

史・文化体験などに取り組んできている。観光客増加により、環境への影響が顕著化した地域や、それ

を見据えた受け入れ態勢構築に取り組んでいる地域の事例を考慮して、豊かな自然と独自の伝統文化を

保全しながら利用できるエコツーリズムに発展させていくことが重要であると思われる。今後の取り組

みに資する資料となる、各地域における取り組み事例を示す。 

 

  

資料４－１ 
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 奄美群島の取り組み 

観光客が飛躍的に増大する可能性のある奄美群島では、奄美群島広域事務組合が、エコツーリズム推

進全体構想の策定、エコツアーガイド認定制度の創設、エコツアーガイドの人材育成の 3 つに取り組ん

でいる。エコツアーガイド認定制度については平成 28 年度上半期で制度を固め、下半期で試験を実施後

に、第 1 期生誕生というスケジュールとなっている。 

課題として、エコツアーガイドの人材育成では、民間サイドの自主的な取り組みにより前進してはい

るが、ガイドの絶対数確保・質向上が十分にできず、増加する観光客に対応できないことが想定される。

そのため、当該地域が受容可能な観光客人数を決定し、観光客がもたらす環境負荷を把握して、人数を

調整していくことも必要である。 

 

 奄美群島における、エコツーリズムの推進体制 
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（出典：奄美群島エコツーリズム推進全体構想（案） 奄美群島広域事務組合） 
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 小笠原諸島の取り組み 

小笠原では豊かな自然を維持しつつ観光振興を図るといったエコツーリズムの考えを採用し、平成 12

年に「エコツーリズムの推進」を観光振興の基本方針として位置づけている。 

一方で、小笠原ではエコツーリズム推進を謳う以前から、昭和 63 年に日本で初めて実施した「ホエー

ルウォッチング」を観光事業として定着させてきたことに始まり、早い時期から実践的なエコツーリズ

ムの取り組みが始められている。取り組みの中でも重要な柱となる、ガイド登録・認定制度については、

「東京都ガイド認定制度」、「ホエールウォッチング・インタープリター認定制度」、「母島森林ガイド制

度」がある。ガイドに対する講習会として「東京都認定講習会」、「小笠原村登録ガイドの講習会」、「ガ

イドのステップアップ研修会」が行われている。また、小笠原諸島森林生態系保護地域及び指定ルート

を利用する場合には、林野庁が実施する「小笠原諸島森林生態系保護地域利用講習」を受講することが

義務付けされている。 

 

 利用者講習のスライド 

  

利用者講習表紙 Ⅰ小笠原国有林の概要 

  

特性・問題・保護地域設定区域 Ⅴ森林生態系保護地域とは 



6 
 

  

  

「保全管理計画」の概要 Ⅵ調査・研究者の講習と立入可能範囲 

  

Ⅶ森林生態系保護地域の利用について Ⅷ外来植物等の拡散防止等（父島） 

  

外来植物等の拡散防止等（母島） Ⅸ新たな外来種の侵入を防止するために 



7 
 

  

  

ⅹアカガラシカラスバトサンクチュアリー サンクチュアリーMAP 

  

Ⅺ森林生態系保護地域への入林手続① 森林生態系保護地域への入林手続② 

  

森林生態系保護地域への入林手続③ 森林生態系保護地域への入林手続④ 
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森林生態系保護地域への入林手続⑤ 入林許可申請書裏面の条件① 

  

入林許可申請書裏面の条件② 入林申請及び入林届の添付書類 

 

 

活動報告の提出  
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 「小笠原諸島森林生態系保護地域利用講習」における課題と対応（案） 

課題 対応（案） 

父島に来島してから受講するために、小笠原では外

来種になる種、また外来種が紛れ込む可能性のある

もの（ポット苗、資材等）を事前に把握できない 

・おがさわら丸船内には、外来種や希少種に関する

普及啓発用のパンフレットが配布されている 

・環境省のホームページからも、これらのパンフレ

ットはダウンロードできる 

・竹芝桟橋付近で官庁等が講習を実施し、父島到着

前にある程度の基礎情報を周知させることで、多く

の講習者が外来種に対する意識を持つ 

外来動物種、外来植物種の具体的な種名や、検疫の

内容が周知されていない 

・講習内では、わかりやすいスライド等で対策外来

種や希少種を紹介し、フィールドにおいて外来種の

認識ができる程度の講習内容にする 

「保全管理計画」の概要が伝わらない ・小笠原の森林生態系保護地域の知識がないと、「保

全管理計画」は理解が困難であるため、図や写真を

使用したフロー図を作成して、多くの講習者からの

理解を得る 

「保全管理計画」の保全地区と保全利用地区の利用

制限について 

・保護地域設定前から、林内で山菜採取や散策をお

こなってきた一部の島民にとっては、自由に林内に

入れない不満があるため、島民への「保全管理計画」

の説明が必要だと思われる 
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 屋久島の取り組み 

屋久島は平成 5 年に世界自然遺産に登録されてから、平成 19 年には入込数は 1.9 倍という増加がみら

れた。エコツアーガイドの増加が目立つようになってから、平成 16 年に鹿児島県や環境省など 15 の組

織が結集して「屋久島地域エコツーリズム推進協議会」が置かれた。平成 21 年にはこれを再編した「屋

久島超エコツーリズム推進協議会」が活動している。ここでは、①ガイド登録・認定制度の立ちあげお

よびその運営、②里地におけるツアープログラムの開発、③特定地域における保全・利用のルール作り

の 3 点を柱に取り組んでいる。 

観光客数の増加以前から、登山道整備に係る事業費が増大して整備は格段に進んだ。更に維持管理は、

平成 13 年から環境省のグリーンワーカー事業が開始され、現場を熟知した地元ガイドが中心となって登

山道の刈り払いや道路標識整備等が行われるようになった。そのため道迷いによる遭難者は激減した。

しかしながら、山岳部の入込みが集中するため、山岳部のトイレのし尿処理問題、登山道の荒廃問題、

山岳部における喫煙やゴミ捨て等入込者のマナー問題などが顕在化してきている。 

入り込みが集中する箇所への利用調整を含む対応が講じにくい要因の一つとして、行政主導のエコツ

ーリズムの推進が挙げられている。観光客の増加に伴って変化する課題への対応策が検討されているが、

一元的な管理ができずにいることも実態である。 

 
（出典：屋久島におけるエコツーリズムの現状と課題 深見聡） 
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 山岳部の利用に関する課題への検討・対策 

① 「山岳部利用のあり方検討会」の設置 

屋久島世界遺産地域科学委員会では、このような課題（特に山岳部の利用に関する諸問題）に対処す

るため、中長期的な対策の方向性を定めることを目的に、エコツーリズムの推進と合わせながら、山岳

部の利用のあり方について関係行政機関と地元住民や民間団体が協働的に検討する“場”として、平成

25 年度に地域連絡会議の下に、作業部会として「山岳部利用のあり方検討会」を設置した。 

 

② 「山岳部利用のあり方検討会」の進め方 

「山岳部利用のあり方検討会」においては、短期的な課題として「縄文杉周辺の再整備」と、中長期

な課題として「山岳部の適正利用と管理のあり方の決定」を扱うこととしているが、中長期的な課題の

検討の進め方については、透明性と継続性の維持、専門家の参画の必要性などが指摘されていた。その

ため、行政、地元住民を含む民間、有識者の３者が揃って議論する必要性を共通認識としたうえで、科

学委員会委員を含む有識者や島内観光関係者の意見を聴きながら利用の管理方法に関する検討を進めて

いくことが検討された。 

現在、この山岳部利用の管理方法に関する検討を進めていく体制として、「山岳部利用のあり方検討会」

の他、二つの検討会の設置を検討している。関係行政機関、エコツーリズム推進協議会や地元観光協会

等の団体、一般島民及び科学委員会委員等の有識者を構成員とする「大きな検討会」と、現場レベルで

意見交換及び検討を実施し、現場の意見を集約するための「小さな検討会」である。「山岳部の利用のあ

り方検討会」については、引き続き存続させながら、関係行政機関の意見調整及び「大きな検討会」と

「小さな検討会」をつなげる役割を担うことを検討している。 

 

③ 検討内容（案） 

これらの検討会における、利用の管理方法について具体的な検討内容（案）は、遺産地域内である国

立公園区域、生態系保護地域を中心とした山岳部利用に係るビジョンやゾーニング、ゾーニングに応じ

た管理目標と利用のあり方を設定し、目標状態にあるかどうかを評価するための指標と順応的な管理手

法を検討するものである。 

 

④ 検討スケジュール（案） 

検討のスケジュール（案）は、今年度（平成 27 年度）中に検討体制の詳細及び管理手法とゾーニング

案を決定し、平成 28～29 年度に検討結果を国立公園管理運営計画や遺産地域管理計画に反映させ、平成

30 年度には遺産地域における「適正利用のための管理」を運用開始する予定である。 

 

⑤ 環境への影響をモニタリング 

このような取り組みにおいては、常日頃から利用状況や利用がもたらす環境への影響をモニタリング

していくことが重要であり、関係行政機関では登山道の荒廃状況のモニタリング、利用状況に関するモ

ニタリング、利用者に対するアンケート調査等のモニタリング、簡易トイレの普及啓発などを継続的に

実施している。 
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⑥ 「エコツーリズム推進協議会」の取り組み 

また、エコツーリズム推進協議会では、ガイド登録・認定制度づくりの制度の定着に向けた勉強会の

開催や、一部の山岳中央部への利用の集中を分散させる目的で、里山地域の地元住民が関わることので

きるツアープログラムの開発、商品化を目指すとともに、島外から講師を招き、観光業者、地元住民と

の意見交換を図るなどの取り組みを進めている。さらに、ガイド事業者、住民、有識者が参加した作業

部会を設置し、屋久島全体の利用の考え方や、特定地域における具体的な保全・利用のためのルール作

り、利用者のマナー向上のためのルール作りを検討している。 
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 里地におけるツアープログラムの事例 
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（出典：屋久島町里めぐり 屋久島里めぐり推進協議会） 
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表 奄美群島、小笠原諸島、屋久島、西表島のエコツーリズム等に係る主な既存の取組 

実施地域 実施主体等 実施内容等 概要 

奄美群島 

各島エコツー

リズム推進協

議会 

・全体構想の作成及び変更 全体構想は、毎年度実施状況を点検しつつ、概ね 5 年を目途に見直しを実施していく。 

・各島のモニタリング結果のとりまとめと対応方針検討 
エコツアーによる自然環境への影響、利用体験への効果、地域社会への貢献といった観点から、成果や課題を把

握し対応方針の検討を実施していく。 
・エコツアーガイド認定制度の決定及びその運営 保護と利用の両立や質の高いガイドを確保していく。 

・群島内外への情報発信、普及啓発 世界遺産登録に向けて、島内外への情報発信を実施していく。 

各島エコツア

ーガイド連絡

協議会 

・エコツアーガイドの育成（奄美大島） 
連絡協議会のメンバーによる自主的な研修。島の主要な観光スポットにおける研修をとおして、知識や伝え方の

要請を図る。 

・ガイド認定制度・自主ルールの検討（奄美大島） 
奄美大島の登録ガイドからなる連絡協議会において、自然環境に負担の少ない利用ルール、ガイド認証制度の検

討を行っている。 
・自然環境保全を考慮したエコツアールートの検討（徳之島） NPO 法人「徳之島虹の会」が中心となって、モデルとなるエコツアールートの選定等の検討を行っている。 

小笠原諸島 

東京都 ・東京都（小笠原）自然ガイド養成認定制度 南島・石門へのガイドができる 

小笠原ホエー

ルウォッチン

グ協会 
・ホエールウォッチング・インタープリター認定制度 

陸域ガイドに対しては、小笠原ホエールウォッチング協会が受託して「東京都認定講習会」「小笠原村登録ガイ

ドの講習会」「ガイドのステップアップ研修会」等の講習を行っている。 

小笠原母島観

光協会 
・母島森林ガイド制度 

入林禁止となった石門の一部は、母島森林ガイド同伴であれば使用が認められている。 

林野庁 ・小笠原諸島森林生態系保護地域利用講習 小笠原諸島森林生態系保護地域及び指定ルートを利用する場合に受講する利用講習を実施している。 

屋久島 

屋久島エコツ

ーリズム推進

協議会 

・ガイド登録・認定制度の立ち上げ及びその運営 
ガイド事業者が参加した作業部会を設置し、「屋久島ガイド登録・認定制度」づくり及び制度の定着に向けた検

討を行うとともに、平成 17 年 10 月より登録制度の試験的運用を行っている。 

・里地におけるツアープログラムの開発 
町と集落の住民が中心となった作業部会を設置し、住民が関わることのできるツアープログラムの開発や、商品

化を目指し検討を進めている。平成 16 年度には屋久町高平集落で、平成 17 年度には上屋久町永田集落でモデル

ツアーを実施したほか、島外から講師を招き、意見交換を図っている。 

・特定地域における保全・利用のルールづくり 
ガイド事業者、住民、有識者が参加した作業部会を設置し、屋久島全体の利用の考え方や、特定地域における具

体的な保全・利用のためのルールを検討している。平成 17 年度より、世界自然遺産地域にも登録されている西

部林道周辺地域をモデルとして、具体的なルールづくりを進めている。 

西表島 

西表島エコツ

ーリズム協会 

・環境事業への取り組み 
これまで多くの遭難事故が発生している横断道の巡視と整備、ガイド養成講習会の実施、仲間川保全利用協定の

支援を実施している。 

・環境保全への取り組み 
海岸の漂着ゴミ問題に取り組んでいる「ビーチクリーンアップ大作戦」の支援や、ダイビング事業者が始め 
た「リーフチェック」への協力と普及推進に取り組んでいる 

・地域文化の継承への取り組み 
米作りの節目に自然そのものに感謝する儀礼が公民館を主体として行われている。伝統文化の一つとして、「手

業講習会」と題して、身近な植物を巧みに加工して様々な道具を作成するいくつかの講座を地域住民対象に開講

している。 

・地域への環境教育の仕組み作り 
観光に環境教育の要素を付加することは、社会的に大きな意義がある。そのため、楽しみながら体験を通して大

事なメッセージを届けるガイドの技量が求められ、それらを実行できる技術の習得や意識の向上を目的に各種講

座を実施している。 

西表島カヌー

組合 

・事故、緊急時における連絡網や救助体制の確立 
・自然環境の保全と動植物の保全活動 
・海上保安庁、竹富町消防団、八重山警察署による合同救助訓練に参加 

ヒナイ川及び船浦湾周辺地域での活動は、組合自主ルールにより 1 名のガイドに付き 7 名のゲストを 1 日 2 回、

最高 14 名まで案内可能とする厳しいルールでツアーを催行している。その他、白浜・前良川・後良川での自主

ルールを遂行する。 

竹富町ダイビ

ング組合 

・救難訓練の実施 海上保安庁との合同訓練を、西表島カヌー組合とも協力して実施している。 

・危険地域の把握 
季節風などの天候を含め、使用できるポイントは季節によって異なるため、それらの地域での危険個所の情報を

発信している。 
・ダイビングフェスタの実施 普及啓発の一環として、ダイビングフェスタを開始している。 

林野庁 ・仲間川の木道利用に係るガイド講習 
仲間川の支流のニシフナツキガワに隣接する、マングローブ林及びサガリバナ林内に整備されている木道等の利

用を希望する者を対象に、ガイド講習を年に 1 回開催している。 
 


